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北海道の人口推移
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（出典）2000年～2015年まで：総務省「国勢調査」
2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

全国 20番目 47都道府県

全国 16番目 47都道府県

全国 8番目 47都道府県

北海道の高齢化率の降順

（2010年15月時点）

（2025年の推計値）

（2040年の推計値）
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65～74歳 75歳以上 65歳以上高齢化率（%）

道内圏域別の高齢化率
・ほとんどの圏域で、65～74歳よりも75歳以上高齢者が多くなっている。

・高齢化率が高い圏域では、65～74歳よりも75歳以上高齢者の割合がより
大きい傾向がある。

資料：令和３年１月１日現在住民基本台帳人口
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７５歳以上全体の認定率：３２．２％

８５歳以上全体の認定率：６０．１％

年齢階級別の要介護認定率の推移
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出典：平成29年度「介護給付費等実態調査」を元に老健局で推計
注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費は含まない。

補足給付に係る費用は、サービスごとに年齢階級別受給者数に応じて按分。

○要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇。
特に85歳以上で上昇

○一人当たり介護給付費は85歳以上の年齢階級で急増

今後の介護保険をとりまく状況

各年齢階層別の認定率

要介護度別認定者数の推移（推計）

［資料］第８期北海道高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画より抜粋
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• 本道の要支援・要介護者数は年々増加しており、令和７年には約38万人に達する見込
み。要支援・要介護認定率は、令和７年には22.3%、令和22年には26.6%になると
推計される。

• 約３割が要支援認定者であり、要介護１を含めると半数以上の割合となっている。



第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

（H12～14) （H15～17) （H18～20) （H21～23) （H24～26) （H27～29) （H30～R2) （R3～5)

全道 3,111 3,514 3,910 3,984 4,631 5,134 5,617 5,693

全国 2,911 3,293 4,090 4,160 4,972 5,514 5,869 6,014
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介護保険料の推移
・第１号被保険者に係る介護保険料は年々増加。第８期では全道平均の介護
保険料は７期と比較して1.3％の増額となっている。

・北海道においては、第３期以降は全国平均を下回る額で推移。

令和3年度全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料, 厚生労働省



介護予防の定義と意義、フレイル対策について

9

介護予防とは・・・

「要介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと、そして要介護状態にあってもその悪化を
できる限り防ぐこと、さらには軽減を目指すこと」と定義。
介護予防が目指すもの・・・

個々の高齢者の生活機能（活動レベル）や参加（役割レベル）の向上をもたらし、生活の質
（QOL）の向上を目指すもの。これにより、国民の健康寿命をできる限り伸ばすとともに、真に喜
ぶに値する長寿社会を創生する。

（厚生労働省：平成24年3月介護予防マニュアル（改訂版）第１章より）改変
（神奈川県歯科医師会：オーラルフレイルハンドブックより改変

改正年 制度改正の主な内容

平成１２年
(2000年)

 介護保険法施行

平成１７年
(2005年)

 地域支援事業の創設（介護予防事業、地域包括支援センターの創設）

平成１９年
(2007年)

 特定高齢者（要支援・要支援状態になる恐れの高い者）の決定方法等の見直し

平成２３年
(2011年)

 地域包括ケアの推進、根拠規定追加

平成２６年
(2014年)

 地域包括ケア構築に向けた地域支援事業の充実
1. 介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）
2. 在宅医療・介護連携推進事業
3. 認知症総合支援事業
4. 生活支援体制整備事業
 地域ケア会議の設置義務化

平成２９年
(2017年)

 保険者機能強化（自立支援・重度化防止に向けた財政制度創設）

令和２年～
(2020年)

 介護予防と保健事業を一体的に実施することの推進（「医療保険制度の適正か
つ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」の施行）

 予防に向けた「通いの場」の拡充
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介護予防に関する経緯（介護保険制度の改正）



予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者:サービス事業対象者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症施策推進事業

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜2014まで＞ ＜2015から＞介護保険制度

全市町村で
実施

地域支援事業の全体像

改正前と同様
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通いの場の類型化について

○ 「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ（令和元年12月）」を踏まえ、多様な通いの場の展開
を図るため、令和３年８月に「通いの場の類型化について（Ver.1.0）」を公表。

○先進的な事例等を参考に、「だれが（運営）」「どこで（場所）」「なにを（活動）」の３つの視点から、通いの場の類型化を行い、具
体的な事例も紹介。

運営 ※

住民個人（有志・ボランティア等）

住民団体（自治会、NPO法人等）

行政（介護予防担当部局）

行政（介護予防担当部局以外）

社会福祉協議会

専門職団体

医療機関（病院、診療所、薬局等）

介護関係施設・事業所

民間企業

活動

体操（運動）

会食

茶話会

認知症予防

趣味活動

農作業

生涯学習

ボランティア活動

就労的活動

多世代交流

場所

個人宅・空き家

公民館・自治会館・集会所

公園

農園

学校・廃校

医療機関の空きスペース

介護関係施設・事業所の空きスペース

店舗の空きスペース・空き店舗

「一般介護予防事業等の推進方策に関する
検討会取りまとめ」を踏まえ、明確化する範囲

※住民以外が運営する場合でも、住民が主体的に取り組むことに留意すること

＜「通いの場」の捉え方＞上記の類型化も参考に、
①介護予防に資すると市町村が判断する通いの場であること
②住民が主体的に取り組んでいること
③通いの場の運営について、市町村が財政的支援を行っているものに限らないこと
④月１回以上の活動実績があるもの

なお、類型化で示しているものは例示であり、多様な通いの場の取組が展開されるよう、今後も先進的な事例等を参考に更新予定

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

16
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※通いの場への参加期間が不明の240名については図示省略

1.8

教育歴・等価所得・うつ・喫 煙 ・ 飲 酒 ・ 手段的日
常生活動作(IADL)・ 2013年度の要介護リスク点数
(性・年齢を含む)・ 独居 ・就労状況の影響を調整

悪化

0.54*75歳以上（n=156人）

1.1365-74歳 （n=316人）

*P <0.05
「非参加者（1.00）」と比較して統計的
に意味のある差を示す

0.88
（n=472人）

1.00

高齢者全体(前期+後期)

前期高齢者

後期高齢者

非参加者(比較対照)

46%抑制
0.2 0.4

参
加
者

（n=3,048人）

「通いの場」へ参加する後期高齢者は、
要介護リスク悪化が半減

田近敦子、井手一茂、飯塚玄明、辻大士、横山芽衣子、尾島俊之、近藤克則：
「通いの場」への参加は要支援・要介護リスクの悪化を抑制するか：JAGES2013-2016縦断研究.日本公衆衛生雑誌
69（2）：136-145，2022

24市町 3年間の縦断研究

通いの場の数と参加率の推移 （参加率(％)）
通いの場の主な内容内訳

（箇所数(箇所)）

（参考）事業の位置づけ：介護予防・日常生活支援総合事業

○ 介護予防・生活支援サービス事業 ○ 一般介護予防事業
・ 地域介護予防活動支援事業
・ 地域リハビリテーション活動支援事業 等

○住民主体の通いの場の取組について、介護予防・日常生活支援総合事業のうち、一般介護予防事
業の中で推進。

○通いの場の数や参加率は令和元年度まで増加傾向であったが、令和２年度は減少。取組内容とし
ては体操、趣味活動、茶話会の順で多い。

【財源構成】
国：25％、都道府県：12.5％、市町村12.5% 
１号保険料：23％、２号保険料：27％

住民主体の
通いの場

運動機能向上
体操等

低栄養予防
会食等

口腔機能向上
体操等

認知機能低下予防
多様な学びのプログラム等

社会参加促進
ボランティア、茶話会、
趣味活動、 就労的活動、

多世代交流等

ポイントを活用して、
担い手の確保や参加も促進
（令和３年度実施市町村：60）

住民主体の通いの場等（地域介護予防活動支援事業）

（介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況（令和２年度実施分）に関する調査）
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0

(97,151)

(4.5)
4

※（ ）内の数値は運営主体が住民のもの。令和元年度までは全て住民主体。

●新型コロナウイルス
感染症の影響？
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通いの場への参加実人数 北海道 参加率 全国 参加率 北海道

北海道における通いの場参加率

項 目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

○高齢者人口（６５歳以上人口） 1,587,834 1,617,164 1,639,221 1,654,626 1,667,095

１ 介護予防に資する住民主体の通いの場の有無 109市町村 124市町村 129市町村 160市町村 156市町村

【箇所数】 2,549箇所 3,094箇所 3,519箇所 4,455箇所 4,077箇所

【参加人数】 44,957 61,462 63,350 80,114 65,744

【通いの場（全体）への参加率】 2.83% 3.80% 3.86% 4.84% 3.94%

（全国平均） 4.20% 4.88% 5.75% 6.69% 5.23%

２ 週１回以上の実施箇所数 924箇所 1,200箇所 1,273箇所 1,720箇所 1,766箇所

【参加人数】 15,127 21,041 22,023 30,096 27,303

【週１回以上の通いの場への参加率】 0.95% 1.30% 1.34% 1.82% 1.64%

（全国平均） 1.36% 1.73% 2.21% 2.58% 2.10%

%
人

※国目標値
(2025年までに8％)

●新型コロナウイルス
感染症の影響？

●北海道の地域性？
「広域・分散」
「積雪・寒冷」

新型コロナウイルス感染症の感染防止に配慮して通いの場等の取組を実施するための留意事項

（運営者・リーダー向け）

○ 令和3年12月15日付事務連絡
「新型コロナウイルス感染症の感染防止に配慮して通いの場等の取組を実施するための留意事項について（その２）」
において、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和３年11月19日、新型コロナウイルス感染症対策本
部決定）を踏まえ、

・感染防止対策を確保した上で、通いの場や認知症カフェ等の取組を実施するために参考となるよう、令和２年５月に示した留
意事項を一部見直し提示するとともに、

・外出自粛による心身機能の低下や地域のつながりの希薄化の回復に向けて、地域の実情を踏まえた介護予防・見守り等の取組
の更なる推進を依頼。

・また、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の区域に含まれることとなった場合の他、感染拡大の傾向がみられる場合には、
歌を控える、息が荒くなるような運動は避ける、５人以上の会食を控えるなどの対策を講じるよう支援することを依頼。

北海道においては、

市町村独自にガイドライン
を作成している市町村は
「２１市町村」
（R4.10月調査）

（参加者向け）
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厚生労働省老健局長 優良賞

事業者名等 札幌市厚別区介護予防センター厚別西東 自治体名 北海道札幌市 分野 介護予防

取組タイトル 「コロナに負けるな！オンライン介護予防教室」

取組概要

背景・課題意識
・コロナ禍において、対面での介護予防教室が実施できない時期が続いた。
・非接触で実施できないかと模索していたところ、コロナ禍でスマホに買い替える高齢者が
増えてきたところから、オンラインでの実施を検討した。

経緯
・介護予防センターがスマホやPCをもっている高齢者に声かけや町内回覧で周知した。
また、高齢者にとっても分かりやすい接続マニュアルを作成し、個別に接続方法を指導した。

・スマホ等をもっていない高齢者向けに当地区にある携帯販売店（2社）と連携し、
スマホ講座やオンライン介護予防教室の疑似体験などを実施した。

取組内容
オンライン介護予防教室
・令和2年12月よりZoomを使用して実施。

令和2年度：実施回数:26回(当初週1回、希望が多く週2回へ変更) 
令和3年度：実施回数:80回(週1~2回)
登録者数:32名 延べ参加数:639名

・オンライン接続マニュアルの作成・配布。
電話でフォローしながら、接続の事前練習を実施。

・プログラム
ウォーミングアップ（ストレッチ・講話） 5～10分
主運動 10～15分
クールダウン 2～5分
交流（トークテーマ） 5～8分

利用者の変化
・対面の教室が苦手で、これまで参加していなかった高齢者が
オンラインの教室には参加することができた。

・教室に参加することでオンラインでの接続方法を学び、友達同士
のコミュニケーションでオンラインを活用する高齢者もいた。

・スマホを通話でしか使っていなかった高齢者がzoomやlineなどの
アプリも使えるようになり、高齢者のICT化につながった。

自治体部門

第 1 1回健康寿命をのばそう！アワード（介護予防・高齢者生活支援分野）

オンライン介護予防教室

（通年、週１～２回）
介護予防センター職員による運動指導や PT・OT・栄養
士・歯科衛生士・薬剤師の講話も実施。
令和３年度 参加32名（実）計80回延べ639名
当センターのオンライン教室が同区内センターにも波及！
※厚別区予防センター共催でオンライン教室交流会
（3/7）も実施！ （参加４０名、当地区11名）

� 病気を持っているので外出が怖い

� 家で一人だと運動が続かない

� 知っている人の顔を見て安心したい

� 男性介護者で外出がままならない

� 認知症で外出したくない

� スマホに変えたばかりで色々使ってみ
たい

� タブレットでゲームしかしてなかった

� PC教室に通っていたのでやってみたい

� コロナでも仲間と運動を継続したい

コロナ禍での自粛や外出できない事情

ICTで介護予防に
チャレンジしてみたい！

高齢者向け

オンライン接
続マニュア
ル（PC版・

スマホ版）
と

事前の個別
接続練習

スマホをもっていない・
使えていない方へ
ドコモやソフトバンク

と連携

スマホ講座の実施！
オンライン介護予防教

室の体験も

家での介護予防活動が定着！

携帯販売店

自宅

Ｒ３高齢者通いの場ＩＣＴ活用推進モデル事業（概要）

【目的】
コロナ禍において、高齢者が、感染の不安から介護予防活動を行う「通いの場」の利用を控えるなど、体力・

認知機能の低下や孤立化が懸念されている。このため、タブレット端末やアプリ機能等のＩＣＴを活用した健康
確認や体操等の実施など多様な支援コンテンツを提供し、その効果検証の結果を市町村や「通いの場」を運営す
る関係団体に周知することで、感染症や自然条件に左右されない「通いの場」運営モデルの普及展開を図る。

【実施主体】 道（委託実施）

【委託先】 コンソーシアム（代表企業：凸版印刷(株)）

(構成企業：(株)北海道二十一世紀総合研究所、(株)ＮＴＴドコモ、東日本電信電話(株))

【実施市町村】 千歳市、名寄市、池田町、喜茂別町、猿払村

【参加者数】 176名（通いの場15か所(町内会単位、住民主体、機能訓練教室等)）

【成果・課題】

（１）閉じこもりや認知機能等の改善、生活の楽
しみや健康意識・活動意欲の向上等に一定程
度の成果が得られている。
しかしながら、特に80歳以上では、端末操

作の困難さ等を理由に生活の楽しみや通いの
場への活動意欲につながっていない者もおり、
ICTコーディネーターの配置等によるサポー
ト体制の必要性も示唆されたところ。

（２）市町村からは、ICT活用した事業実施にあ
たって、①高齢者がICT機器を操作する際の
サポート、②事業実施の具体的なスキル・ノ
ウハウ、③導入時の費用助成やランニングコ
ストの負担などにかかる財源の確保、などの
課題があげられている。


